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　○人件費の状況
　　人件費とは、一般職に支給される給与と市長や議員など特別職に支給される給料、報酬、手当のほか、共済費などを含
　む経費の合計をいいます。
　　平成26年度普通会計決算における人件費の状況は次のとおりです。

　八街市の職員の任用、服務や勤務条件などの人事行政の運営等の状況および職員の給与・定員管理の
状況などを市民の皆さんにご理解いただくため次のとおり公表します。
　なお、詳細な内容は市ホームページでも公表する予定です。
問総務課　☎４４３－１１１３

　○職員給与費の状況（普通会計予算）
　　平成27年度普通会計当初予算における給与費の状況は次のとおりです。

　○ラスパイレス指数の状況

　○職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）

（注）職員数は、普通会計における平成27年４月１日現在の一般職の職員の総数であり、職員手当とは、扶養手当、
　　　住居手当、通勤手当などの各種手当（退職手当を除く）をいいます。

　○職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

　○一般行政職の級別職員数の状況（平成27年4月1日現在）

（注）１．一般行政職とは、全職員のうち、税務、福祉、企業職など以外の業務に従事している職員のことを指します。
　　　２．職員の職務は、その複雑、困難および責任の度合いに基づき１級から８級に分類されています。
　　　３．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
　　　４．構成比は、端数処理の関係で、合計が１００％にならない場合があります。

（注）１．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地
　　　　　方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２．全国市平均とは、政令指定都市を除く全国の市の平均です。

（注）１．平均給料月額とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２．平成27年４月１日から平成28年３月31日までの間、全職員を対象に給与月額から２％に相当する額を減額し
　　　　　ています。
　　　３．平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当などの諸手当の額を合計した
　　　　　ものの平均です。

卒業後すぐに採用された場合の初任給と、その後引き続き２年間勤務したときの給料月額は次のとおりです。

八街市人事行政運営等の状況八街市人事行政運営等の状況

住民基本台帳人口（H27.3.31現在）
73,220人

歳出額（Ａ）
21,198,942千円

実質収支
906,056千円

人件費（Ｂ）
3,939,046千円

人件費率（Ｂ／Ａ）
18.6％

平成25年度の人件費率
19.6％

１．職員の任免および職員数に関する状況について
　○採用・退職者数（平成26年度）

２．職員の給与の状況について

採用者数
27人

退職者数
27人

職員数（Ａ） 一人当たり給与費（Ｂ／Ａ）

5,426千円

給与費

520人
給　料

1,936,364千円
職員手当
183,935千円

期末・勤勉手当
701,395千円

計（Ｂ）
2,821,694千円

平成26年
平成21年

八街市
98.7
97.7

全国市平均
98.6
98.4

区　分 一　般　行　政　職

八街市
国

平均給料月額
324,021円
334,283円

平均給与月額
342,084円
408,996円

平均年齢
43.4歳
43.5歳

一般行政職
八街市

大学卒

高校卒

決定初任給

146,500円
（143,570円）

採用２年後
　

157,700円
（154,546円）

174,200円
（170,716円）

187,700円
（183,946円）

国
決定初任給

総合職181,200円
一般職174,200円

採用２年後
総合職201,800円
一般職187,700円

　○職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

（注）経験年数とは、学校卒業後すぐに市に採用され、引き続いて勤務している場合には採用後の年数をいい、採用前
　　　に職歴などのある場合には、その期間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。

区　分

一般行政職
大学卒
高校卒

経験年数10年
242,002円
該当なし

経験年数15年
288,839円
該当なし

経験年数20年
341,457円
該当なし

２級
主　事
32人
9.6％
9.6％
6.1％  

１級
主事補
23人
6.9％
5.5％
3.5％

区　分
標準的な職務内容
職　員　数
構　成　比
１年前の構成比
５年前の構成比

参
考

３級
主任主事・副主査
43人
12.9％
19.5％
40.0％

４級
主査補
103人
30.8％
27.4％
17.5％

６級
主幹・副主幹
40人
12.0％
12.2％
13.5％

５級
主　査
57人 
17.1％
14.6％
08.8％

７級
課　長
28人
8.4％ 
7.3％ 
8.5％ 

８級
部　長
8人
2.4％
3.8％
2.1％

　○部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（注）職員数は一般職に属する職員数です。

一般行政部門
教 育 部 門
公営企業等
合 計

△５人　  
△９人　
△１人　
△15人　  

退職者不補充
退職者不補充
退職者不補充

対前年
増減数 主　な　増　減　理　由平成27年

392人　  
100人　  
  49人　 
541人　  

平成26年
397人　  
109人　  
  50人　 
556人　  

職員数

　　　142,100円 　　　151,800円

※（　）内は給与月額の２％に相当
　する額を減額した後の金額です。
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